
安全・安心な社会のための犯罪・テロ対策技術等を実用化するプログラム

＜研究開発段階＞ ＜実証段階＞

＜実用化段階＞

＜課題設定＞

文部科学省

研究開発機関
（大学、研究独法、
企業、国の機関

等）

国の機関
（科学警察研究所

等）

出口側関係機関
（警察庁、

国土交通省、
空港保安事業者

等）

調達

従来の研究開発プロジェクトの
取組範囲

隘路解消に向けた追加的取組
の範囲（※ CSTPの了解の下、
関係府省庁に予算措置）

（例：爆発物の探知技術開発を行う場合）

研究開発に対する
出口側機関の取組
の強化

テーマ選定・
公募・採択

ニーズの提示
開発目標の
明確化

技術動向に係る国際調査
技術運用の調査研究

実証技術に関する
動向調査、

実証試験への協力
（海外調査・国際協力含む）

テーマ選定段階
から出口側機関
を巻き込んだ協
力の枠組み

死の谷の
克服

提案 フェーズⅠ（ ３年間）

研究開発期

フェーズⅡ（ ２年間）

実証期

爆発物・擬剤の提供、試験、評価の実施

製品の実用化 輸出

実用化に向けた研究開発戦略に基づく研究課題管理

関係府省連絡会議・技術開発推進チーム関係府省連絡会議・技術開発推進チーム

平成22年度予算額：296億円の内数（新規）

犯罪・テロ対策技術等の安全・安心な社会の構築に資する科学技術について、関係府省の連携体制の下、
ユーザーとなる公的機関のニーズに基づいた研究開発を実施し、実用化につなげる。

※ ※

※

（科学技術振興調整費）

資料６－２
科学技術・学術審議会 研究計画・評価分科会
安全・安心科学技術委員会(第25回)  H23.2.16



関係府省庁 提案課題名 責任機関名

自動サンプリング式トレース検出システム 株式会社日立製作所　中央研究所 坂入 実

ミリ波パッシブイメージング装置の開発と実用化 東北大学 澤谷 邦男

警察庁 ガンマ線による核物質非破壊検知システム 京都大学 大垣 英明

警察庁、
海上保安庁

薬物検知用オンサイト質量分析計の開発 科学警察研究所 井上 博之

警察庁 化学剤の網羅的迅速検知システムの開発 科学警察研究所 瀬戸 康雄

消防庁、防衛省 中赤外電子波長可変レーザーによる遠隔検知 独立行政法人理化学研究所 和田 智之

人物映像解析による犯罪捜査支援システム 大阪大学 八木 康史

環境適応型で実用的な人物照合システム オムロン株式会社技術本部 労 世紅

警察庁、消防庁、
海上保安庁

陽圧式化学防護服の軽量化等 株式会社重松製作所 稻井 巡

　（テーマ２）　X線検査装置の開発
　（テーマ５）　現場鑑識資料可視化システムの開発

（テーマ１）　爆発物・危険物検知装置の開発

（テーマ３）　核物質探知装置の開発

警察庁、
国土交通省

警察庁、
公安調査庁

安全・安心な社会のための犯罪・テロ対策技術等を実用化するプログラム　平成２２年度採択課題

研究代表者名テーマ

（テーマ４）　ポータブル違法薬物検知装置の開発

（テーマ６）　化学剤現場検知システムの開発

（テーマ７）　化学剤遠隔検知システムの開発

（テーマ８）　人物画像解析システムの開発

＊テーマ２，テーマ５についてはＨ２２年度は採択課題なし ＊全課題に関係する府省庁として内閣官房、内閣府

（テーマ９）　化学防護服の改良




